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１．項目 ＩＴ書面一括法（書面の交付等に関する情報通信の技術の利用のための関

係法律の整備に関する法律）の適用範囲の拡大 

２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

ＩＴ書面一括法では、契約書面の交付に代えて電子的手段（電子メール、

FAX 利用、デバイスへの保存など）を利用することを認めたものであるが、

適用対象法律が５０程度となっており、利用が活性化されていない。例え

ば公正証書は書面のみが認められており、電子化がなされていないためＩ

ＣＴ利活用活性化の妨げになっている。 

 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

書面の交付等に関する情報通信の技術の利用のための関係法律の整備に関

する法律（本法の対象となっていない取引等に関する法律、例：借地借家

法） 

 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

公正証書の電子化が認められていない金銭の貸借、土地・建物の賃貸借等

の契約や遺言書等についても、真に書面による証明が必要なもの以外の電

子化が可能となるよう IT書面一括法の適用範囲の見直しを行う。また、Ｉ

Ｔ書面一括法に基づき電子化された書面について、手続料や税制での優遇

措置等を講じることで、電子書面の利用の一層の活性化する等の検討を行

う。 

 


